
1　新型コロナウイルス感染症対策関係（非公共）

1 総合政策部 デジタル推進課
化事業

チャットボット等の自動応答機能を活用したＳＮＳによる情報提供体制の整備や「ひなたＧＩＳ」の機
能・データの拡充を行う。

42,820

2 福祉保健部 福祉保健課
急実態調査事業

コロナ禍における子どもやその保護者を対象とした子どもの貧困に関する調査を実施する。 5,400

3 福祉保健部 感染症対策課 ＰＣＲ検査体制等強化事業 新型コロナ感染疑いに係る医療機関での保険適用検査に伴う自己負担部分を公費負担する。 1,687,705 2,480,384

4 福祉保健部 感染症対策課 感染患者入院費公費負担 新型コロナ患者に対して行われる入院治療及び外来治療に伴う自己負担部分を公費負担する。 890,353 2,472,317

5 福祉保健部 感染症対策課 軽症者等宿泊療養施設運営事業 新型コロナ患者のうち軽症者等が宿泊療養を行う施設の確保、運営を行う。 1,960,496 902,850

6 福祉保健部 感染症対策課
自宅療養者に対する健康観察体制
確保事業

自宅療養者への健康観察や食料支援を、地域の医師や訪問看護ステーション、民間企業への委
託により実施する。

2,195,092 6,845,463

7 福祉保健部 感染症対策課 新型コロナウイルス検査促進事業
感染拡大傾向時に感染不安を抱える方などが、無料でPCR等検査を受けることができる体制を確
保する。

1,042,860 3,326,153

8 福祉保健部 こども政策課
地域子ども・子育て支援事業費（特
例措置分）

市町村が実施する放課後児童クラブなどの地域子ども・子育て支援事業において必要となるマス
クや消毒液の購入経費等を補助する。

24,066 17,122

9 商工観光労働部 観光推進課
インバウンド受入再開を受け、海外旅行会社等と連携した本県観光のキャンペーン等を実施す
る。

55,000

10 商工観光労働部
観光推進課

スポーツランド推進室 支援事業
日本代表クラスのスポーツキャンプ等を誘致するとともに、コロナ禍で大きく落ち込んだ観光客の
誘客等の取組を強化する。

87,000

小　　計 7,800,572 16,234,509

２　原油価格・物価高騰等総合緊急対策関係（非公共）

1 総合政策部 総合交通課
事業

宮崎空港ビルが航空会社に対して行う施設使用料減免相当額を補助する。 58,839

2 総合政策部 みやざき文化振興課
物価高騰下における私立学校生徒寮の安定的な寮食提供を支援するため、学校法人に対して、
食材費高騰相当額を補助する。

43,422

3 福祉保健部 衛生管理課
燃油高騰対策支

援事業
一般公衆浴場及びクリーニング所に対して、燃料費高騰分を補助する。 24,166

4 環境森林部 環境森林課
策・脱炭素化支援事業

住宅への太陽光発電設備や蓄電池、省エネ設備を導入する個人に対して、導入費用を補助する。 60,350

5 商工観光労働部 商工政策課
応援事業

原油価格・物価高騰の影響を受ける商店街等に対して、イベント事業等に要する経費を補助す
る。

39,000

6 商工観光労働部 企業振興課
緊急強化事業

工業技術センターに高度な検査・分析機器を導入し、中小ものづくり企業の製品の高付加価値化・
競争力強化を支援する。

153,000

7 農政水産部 農業普及技術課 国の肥料価格高騰対策事業に係る農業者負担分に対し、県が上乗せ補助する。 287,005

小　　計 0 665,782
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３　その他（非公共）

1 総合政策部 総合政策課
原油・物価高騰や新型コロナ再拡大からの県民生活及び経済活動の本格的な回復と更なる活性
化に向けた施策の安定的かつ機動的な展開に必要な基金を設置する。

3,000,000

2 総務部 消防保安課
備事業

本県の災害・防災映像を国へ伝送するシステムを整備する。 4,000

3 福祉保健部 障がい福祉課
全国在宅障がい児・者等実態調査
事業

在宅の障がい児・者等の生活実態とニーズを把握するための調査を実施する。 865 591

4 福祉保健部 障がい福祉課
カード利用環境整備事業

県立こども療育センターにおいて、マイナンバーカードの保険証利用に対応するための設備導入
やシステム改修等を行う。

2,178

5 福祉保健部 こども家庭課
市町村に対して、母子保健分野と児童福祉分野双方の機能を有する「こども家庭センター」の整
備・改修費や運営に必要な費用等を補助する。

18,709

6 環境森林部 循環社会推進課
援事業

設立間もないフードバンク活動団体に対して、人材育成や受け入れる未利用食品の保管に要する
経費を補助する。

1,694

7 環境森林部 森林経営課 スマート林業導入支援事業
林業事業体に対して、ＩＣＴを活用したスマート林業技術等の導入やオペレーターの育成等に要す
る経費を補助する。

14,149

8 農政水産部 農業流通ブランド課 地域食資源高付加価値化推進事業 地域食資源の高付加価値化を図る事業者に対して、新商品開発に要する経費を補助する。 37,022 1,000

9 農政水産部 農業普及技術課
持続可能なみやざきグリーン農業構
築事業

有機農業を推進する協議会に対して、人材育成等に要する経費を補助する。 44,186 6,730

10 農政水産部 農産園芸課
宮崎水田農業確立推進体制整備事
業

宮崎県農業再生協議会に対して、県の水田情報システムと国の共通申請サービス（eMAFF）の
データ連携に要する経費を補助する。

185,562 20,823

11 総務部 財政課 県債管理基金積立金 令和３年度決算剰余金を基金へ積み立てる。 2,599,886

小　　計 267,635 5,669,760

合　計【コロナ対策＋原油・物価高騰対策＋その他】 8,068,207 22,570,051

４　債務負担行為

1 総務部 財産総合管理課 宮崎県東京ビル再整備事業 宮崎県東京ビルを再整備するため、債務負担を設定する。 R４～R８ 2,093,300

2 県土整備部 河川課 公共土木災害復旧事業 国道２６５号災害復旧工事において、債務負担を設定する。 R４～R５ 432,000

合　　計 2,525,300
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＜参考＞宮崎再生基金充当事業（再掲）

1 総合政策部 総合交通課
事業

宮崎空港ビルが航空会社に対して行う施設使用料減免相当額を補助する。 58,839

2 福祉保健部 福祉保健課
急実態調査事業

コロナ禍における子どもやその保護者を対象とした子どもの貧困に関する調査を実施する。 5,400

3 商工観光労働部 商工政策課
応援事業

原油価格・物価高騰の影響を受ける商店街等に対して、イベント事業等に要する経費を補助す
る。

39,000

4 商工観光労働部 観光推進課
インバウンド受入再開を受け、海外旅行会社等と連携した本県観光のキャンペーン等を実施す
る。

55,000

5 商工観光労働部
観光推進課

スポーツランド推進室 支援事業
日本代表クラスのスポーツキャンプ等を誘致するとともに、コロナ禍で大きく落ち込んだ観光客の
誘客等の取組を強化する。

87,000

小　　計 0 245,239

現計予算額 補正予算額　部　局　等　名 担当課 事 　業 　名 補正予算事業の概要
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